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○ 去る令和６年９月１７日の第５回信濃川水系流域委員会上流部会で審議いただいた、千曲川直轄河川
改修事業の河川事業の再評価説明資料・様式集について、令和６年１２月に国土交通本省を含め確認
したところ、審議時の費用便益比の算出に用いた工事諸費について、より実態に即した金額を用いて
費用便益比を算定する必要が生じたことから、下記のとおり審議資料の修正を実施する。

＜修正のポイント＞

① 費用便益比の算定に用いる総費用Ｃには、事業費と維持管理費が含まれている。今回、費用便益比について
第５回信濃川水系流域委員会上流部会での審議時から、より実態に即した金額を用いて費用便益比を算定する
必要が生じた。具体的には、事業費を構成する費用の一つである工事諸費※について、令和２年度から再評価年
度の前年度（令和５年度）までに計上する金額を、各年の計画額から実際に要した金額に修正を実施。

これにより、当面事業期間以降（令和10～33年度）の工事諸費についても修正を実施。

（事業全体の工事諸費の総額に変更は無い）

→ 全体事業、残事業の総費用Ｃ（現在価値化後）に影響

② 上記①の工事諸費を含む事業費の修正に伴い、事業費の投資額に合わせて徐々に発現することとしている便
益についても修正を実施。

→ 全体事業の総便益Ｂ（現在価値化後）に影響

＜修正資料＞

上記による総便益Ｂ及び総費用Ｃの修正に伴い、第５回信濃川水系流域委員会上流部会の資料のうち、下記の
資料記載の数値について修正する。

・資料－２－１ 河川事業の再評価説明資料〔千曲川直轄河川改修事業〕

・資料－２－２ 千曲川直轄河川改修事業 費用対便益算出資料〔様式集〕

審議資料の修正 経緯と概要
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※工事諸費：河川改修実施のための事務費用等



参考（修正内容の詳細）



【参考】工事諸費について
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○ 事業費は、工事費（本工事費・附帯工事費）、用地及補償費、間接経費、工事諸費から構成されて
いる。

○ 今回の修正にあたり、全体事業の工事諸費の総額に変更は無く、総事業費も変更は無い。

工事諸費：河川改修実施のための事務費用等



【参考】費用対効果の算定に用いる事業費について
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○ 事業費は、整備期間の平成26年度から令和33年度の38年間にかけて、各年度に施工内容に合わせた
費用を計上。

○ なお、費用便益比の算定に用いる総費用Ｃでは、工事費及び間接経費の消費税相当額を控除した事
業費を用いている。

事業費＝工事費＋用地及補償費＋間接経費＋工事諸費
（税抜き） （税抜き）

出典：治水経済調査マニュアル（案）（令和６年４月）
H26～R33



【参考】資料の修正内容について
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○ より実態に即した金額を用いて費用便益比の算定を行うため、工事諸費について、令和２年度から再
評価年度の前年度（令和５年度）までに計上する金額を、各年の計画額から実際に要した金額に修正
し、これを含む事業費についても修正を実施。これにより、当面事業期間以降（令和10～33年度）の
工事諸費を含む事業費についても修正を実施。

○ 工事諸費を含む事業費の修正に伴い、事業費の投資額に合わせて徐々に発現することとしている便益
についても修正を実施。

工事諸費の修
正を踏まえた
事業費の修正

資料－２－２ 千曲川直轄河川改修事業 費用対便益算出資料〔様式集〕

修正前 修正後

事業費の修正に
伴い便益を修正

R2～5

R10～33

再評価
年度
（R6）

R2～5

R10～33

再評価
年度
（R6）



【参考】総便益(Ｂ)及び総費用(Ｃ)の修正前後の費用便益比（Ｂ/Ｃ）の比較
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（単位：億円）
修正後修正前

費用便益比
（Ｂ/Ｃ）

総費用
（Ｃ）

総便益
（Ｂ）

費用便益比
（Ｂ/Ｃ）

総費用
（Ｃ）

総便益
（Ｂ）

7.52,50218,8227.52,49918,820全体事業
7.01,44010,0717.01,44210,071残事業
3.79443,4973.79443,497当面事業

（単位：億円）
修正後修正前

費用便益比
（Ｂ/Ｃ）

総費用
（Ｃ）

総便益
（Ｂ）

費用便益比
（Ｂ/Ｃ）

総費用
（Ｃ）

総便益
（Ｂ）

7.12,64518,8297.12,64218,827＋10%残事業費
全
体
事
業

8.02,35918,8158.02,35618,813－10%
7.52,46718,4307.52,46518,428＋10%残工期 7.52,53619,0447.52,53319,039－10%
6.82,50217,0536.82,49917,051－10%資産 8.22,50220,5918.22,49920,589＋10%
6.41,58310,0786.41,58510,078＋10%残事業費

残
事
業

7.81,29710,0647.71,29910,064－10%
6.91,4069,6376.81,4089,637＋10%残工期 7.01,47410,3527.01,47610,352－10%
6.31,4409,1276.31,4429,127－10%資産 7.71,44011,0167.61,44211,016＋10%

○ 現在価値化後の総便益（Ｂ）及び総費用（Ｃ）の修正前後の費用便益比（Ｂ/Ｃ）の算定結果は下記
の通りとなり、費用便益比（Ｂ/Ｃ）が修正前後で同値となった※。

○ なお、感度分析における費用便益比（Ｂ/Ｃ）については、修正前後での比較の結果、残事業の一部
で費用便益比（Ｂ/Ｃ）が修正前と比べ増となった。

●費用便益比

●費用便益比（感度分析）

※修正後に値が変わるものを赤色で記載

※修正後に値が変わるものを赤色で記載

修正前後で同値

残事業の一部で費用
便益比（Ｂ/Ｃ）が増

※部会での説明資料に記載の費用便益比（小数第１位まで表示）と同値


